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入札談合の再発防止対策について

国土交通省においては、これまで公共工事における談合等の不正行為を排除する

ため様々な取り組みを行ってきたにもかかわらず、今般、直轄の鋼橋上部工事に関

して大規模な談合が発生したことから、「入札談合再発防止対策検討委員会」を設

置し、効果的な再発防止対策を検討してきたところであるが、今般、平成１７年７

月２９日付けで、入札談合の再発防止対策について取りまとめたところであり、従

来からの取り組みに加えて、本対策を早急に実施することにより、入札談合の再発

防止に全力で取り組むこととしているところである。

その具体的措置としては、「競争性向上のための入札方式の改善等」、「入札契約

の過程に対する監視の強化」、「ペナルティの強化」、「受注企業におけるコンプラ

イアンスの徹底」、「再就職・早期退職慣行の見直し」及び「発注担当職員による

的確な職務遂行」を盛り込んだところであるが、これらの取扱いについては、今後、

関係部局から、早急に可能なものから順次通知することとしているので、貴職にお

かれても、本再発防止対策の趣旨を踏まえ、準備を怠りなく、通知にしたがって迅

速かつ適切に対応されたい。

また、特に、綱紀の厳正な保持については、本件談合事案において当省職員や元

職員が不正行為に関与したとの情報はないが、本対策においては、地方整備局長等

を本部長とする「発注者綱紀保持委員会（仮称）」を設置することとしているとこ

ろであり、その内容についても追って通知することとしているが、これを待たず、

引き続き服務規律の確保を図るとともに、職務上利害関係のある業者との接触等に

当たっては、各法令の遵守はもとより、国民の疑惑を招くような行為は厳に慎むこ

とを改めて一層徹底することにより、綱紀の厳正な保持に努められたい。

別添 「入札談合の再発防止対策について」（平成１７年７月２９日）
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入札談合の再発防止対策について

国土交通省入札談合再発防止対策検討委員会

平 成 １ ７ 年 ７ 月 ２ ９ 日

Ⅰ．趣旨

公共工事における談合等の不正行為を排除するため様々な取組みを行ってきたに

もかかわらず、今般、国土交通省直轄の鋼橋上部工事の発注に関して大規模な談合

事件が発生したことを踏まえ、鋼橋上部工事の発注に係る入札・契約の実態の調査

把握とこれまでに講じてきた不正行為防止策の効果の検証を行った上で、以下の再

発防止策をとりまとめた。

従来からの取り組みに加えて、以下の対策を早急に実施することにより、入札談

合の再発防止に全力で取り組む。

Ⅱ．具体的措置

１．競争性向上のための入札方式の改善等

（１）一般競争方式の拡大

客観性・透明性・競争性の高い一般競争方式（現在はＷＴＯの基準額である

予定価格７．３億円以上の工事が対象）を、速やかに予定価格３億円以上の工

事まで、平成１８年度中には予定価格２億円以上の工事まで拡大する。

なお、新たに対象とする工事に係る一般競争方式は、工事成績、技術提案等

の条件を付する。

（参考）拡大の見込み（平成１５年度地方整備局実績による試算）

・全体：金額ベースで２７％→５７％（概ね２倍）

件数ベースで２．３％→１５％（概ね８倍）

・一般土木：金額ベースで３０％→５９％（概ね２倍）

件数ベースで２．９％→２０％（概ね７倍）

・鋼橋上部：金額ベースで５４％→８９％（概ね２倍）

件数ベースで１６％→５４％（概ね３倍）

（２）総合評価方式の拡大と充実

①適用する工事の拡大

（別添）
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総合評価方式により、価格のみによらず総合的な価値による競争を促進す

ることは、談合等の不正防止も期待されることから、そのメリットがより発

揮されるよう、評価項目の充実と透明性の向上を図った上で、適用する工事

を平成１８年度には５割超（金額ベース）まで拡大する。

②評価項目の充実

設計と工事をあわせて発注し、構造物の本体に対する技術提案を可能とす

ること等により、技術提案の範囲の拡大、評価項目の増加、技術評価割合の

拡大等を図る。

③透明性の向上

高度な内容の技術提案の評価を行う場合等必要に応じ、外部の有識者を加

えた総合評価審査委員会（仮称）による審査を実施する。

（３）入札情報の公表方法の改善等

①指名業者名の事後公表の推進

指名業者名については、入札制度の透明性を高めるため、指名通知後なる

べく早期に公表することを原則としているが、事前に指名業者名が明らかに

なると入札参加業者間での談合を助長しやすいとの指摘もあることを踏まえ、

全入札件数の概ね５割において入札参加者が事後公表となるよう、指名業者

名の事後公表の試行を拡大し、問題がなければ、速やかに事後公表へ移行す

る。

②入札結果に係る情報の公表方法の改善

入札結果に係る情報については既にインターネット上で公表されているが、

これらについて、より検索や解析が容易になるよう措置する。

③不落随契の原則廃止等その厳正化

不落随契は、改めて競争入札を実施することが困難な場合において、真に

やむを得ない措置となるよう的確に対応しているところであるが、引き続き

この取り扱いを推進する。

（参考）平成１６年度の不落随契は７０件（全体の０．６％）

２．入札契約の過程に対する監視の強化

（１）談合の疑義案件を発見するための審査内容の改善等

国土交通省直轄の鋼橋上部工事の発注に係る入札・契約の実態調査の検証結
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果を踏まえ、入札執行段階や入札後において、談合の疑義案件を発見し、公正

取引委員会に通報するため審査内容の改善等を行う。

①入札執行段階での個別チェックの改善

・工事費内訳書の点検の詳細化

工事費内訳書の内容について、積算内訳の状況が一定の基準に該当

する場合には、積算に係る考え方等についてヒアリングを実施する。

・再度入札の際の入札金額の順位変動の監視

入札参加者の相当数について、１回目の入札の入札金額の順位と２

回目以降の再度入札の入札金額の順位に変動がない場合には、ヒアリ

ングを実施する。

②入札結果の事後的・統計的分析の実施（一定期間分をまとめて実施）

・工事種別毎の１位不動の状況の監視

１回目の入札の最低入札金額者が、そのまま２回目以降の再度入札

における最低入札金額者となる状況が続いていないかを監視する。

・低入札の状況の監視

低入札価格調査対象工事等の入札参加者の入札状況について、特定

の者が参入した際にその者を落札させないような動きがなかったかど

うかを監視する。

（２）本省における調査・監視の強化

①談合の疑義案件についての審議の実施

外部からの談合情報、工事費内訳書の点検等による談合の疑義案件（平成

１６年度は１６０件）について、現在の地方整備局等での調査等に加えて、

本省においても審議し、その間入札を保留する。

②入札結果の事後的・統計的分析の実施

入札結果の事後的・統計的分析を行う。（地方整備局等単位では十分な事

後的・統計的な分析が困難と考えられる大規模工事等の分野（一般土木（Ａ、

Ｂランク）、鋼橋上部、ＰＣ等）の入札結果について分析）

③「公正入札審議委員会（仮称）」の設置等

上記①及び②の調査、分析等について専門的・客観的に審議するため、外

部の有識者からなる「公正入札審議委員会（仮称）」を本省に設置し、事務

局等の専従体制を整えたうえで、公正取引委員会等との連携を強化する。

④誓約書提出に当たっての企業側の責任ある対応
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「公正入札審議委員会(仮称)」において審議された疑義案件について、誓

約書を提出して入札参加する場合には、例えば、企業内に設けられるコンプ

ライアンス委員会に諮るなど、企業側に責任ある意思決定が行われるよう求

める。

（３）地方整備局等における調査・監視の強化

①入札結果の事後的・統計的分析の実施

入札執行段階での個別チェックの改善に加えて、入札結果の事後的・統計

的分析を行う。（一地方整備局等内での分析が可能と考えられる工事種別（一

般土木（Ｂ～Ｄランク）、法面処理工事、維持修繕工事等）の入札結果につ
のり

いて分析）

②入札監視委員会によるチェックの拡充

・委員会に付議する案件に当面、必ず鋼橋上部工事の案件を含める。

・各地方整備局等において実施する上記①の入札結果の事後的・統計的分析

について、入札監視委員会において審議する。

３．ペナルティの強化

（１）大規模・組織的な談合等に対する指名停止措置の強化（最長２４ヶ月のルー

ル化）

今般の橋梁談合事件のように、大規模・組織的な談合であって刑事告発等

がなれさたものについては、厳格な指名停止措置を講じることをルール上明

確化することとし、特に、司法手続等において主犯格であることが明らかに

なった場合や、誓約書の提出があったにもかかわらず違反行為が明らかにな

った場合、１０年以内の入札談合の再犯である場合等、違反企業ごとの情状

に照らし、悪質性が際立っている場合には、最長２４ヵ月間の指名停止措置

（一般競争入札においては競争参加資格が認められない。）を講じる等ルー

ル上所要の見直しを行う。

（２）違約金特約条項の強化等

上記（１）と同様に悪質性が際だっている企業に対しては、現行の１０％

の違約金特約条項に上乗せして５％の違約金（合計１５％）を徴収する。

また、今回の鋼橋上部工事を含め、特約条項導入(平成１５年６月)以前の

工事で司法当局等により談合の認定が行われたものについて、公訴時効等(３

年)の範囲内で、特約条項の適用がなくても損害賠償請求を行う。
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（３）競争参加資格を定める際の総合点数へのペナルティの反映

建設業法の監督処分と国土交通省直轄工事での指名停止措置について、その

状況に応じて、競争参加資格を定める際の総合点数に反映させる。

（４）建設業法上の監督処分の強化

３年以内の再犯である企業については営業停止処分が加重されているが、そ

の対象となる期間を３年以内から１０年以内に延長する等、建設業法上の監督

処分を強化する。

４．受注企業におけるコンプライアンスの徹底

起訴された２６社については建設業法第４１条第１項に基づき、再発防止の

ための法令遵守の徹底等社内体制の整備を求めたところであり、当分の間、毎

年、その実施状況の報告を求める。その際、同業他社の担当者相互の接触に関

する規範を盛り込むことを求める。また、今回の事件に関し法令違反が明らか

となった他の企業についても同様の求めを行う。

５．再就職・早期退職慣行の見直し

国土交通省発注の鋼橋工事に係る談合事案について、当省職員や元職員が不

正行為に関与したとの情報はないが、入札・発注行政など公共事業に係る公務

の公正性について、より一層の信頼を確保するため、営利企業への再就職につ

いて、人事院の定める基準に基づいた審査・承認を引き続き厳正かつ的確に実

施するとともに、以下の措置を講じる。

（１）重大な法令違反に関与した企業への再就職の自粛

今回の鋼橋工事に係る談合事案に関与した企業については、当該企業にお

いてコンプライアンスが確立したと認められるまでの間、退職後の年数を問

わず、当事者である本人及び関係会社の理解を得て、国土交通省退職者の就

職について自粛を要請する。

（２）直轄工事受注企業への幹部職員の再就職の自粛

道路公団発注の鋼橋工事に係る談合事案に鑑み、このような談合事案と再

就職者の関連性について無用の疑念を抱かれないようにするため、当省にお

いて現役時代に大きな影響力を有する枢要ポストに在職した職員（指定職経

験者）については、退職後５年が経過するまでの間は、当事者である本人及

び関係会社の理解を得て、国土交通省発注の公共工事の受注実績を有する企

業への再就職について自粛を要請する。
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（３）早期退職慣行の是正への取組

①本省

平成１５年度から１９年度の５年間で幹部職員の勧奨退職年齢を段階的に

引き上げ、平成２０年度には、勧奨退職年齢を３歳以上引き上げることを目

標とするという政府方針の実現に取り組む。

(目標となる平成２０年度における平均勧奨退職年齢＝５５．４歳)

②地方整備局等

公務の世界において出来るだけ長く働ける環境を整備するため、再任用制

度についてその的確な運用を行うとともに、定員の純減目標の策定、再任用

の大幅増加等の状況を踏まえつつ、職員の新規採用を出来るだけ抑制するこ

とで、可能な限り地方整備局の勧奨退職年齢の引き上げ等を図ることとし、

概ね５年程度で段階的に平均勧奨退職年齢を５８歳程度にまで引き上げるこ

とを目指す。

（地方整備局における平均勧奨退職年齢＝約５６歳）

６．発注担当職員による的確な職務遂行

発注担当職員による的確な職務遂行のため、各地方整備局等に局長を本部長

とする発注者綱紀保持委員会（仮称）を設置し、必要に応じて外部の有識者の

意見も聴取しつつ、研修の実施、職員向けコンプライアンス・マニュアルの作

成、問題事案の調査等を行う。

Ⅲ．フォローアップの実施と残された課題の検討

・今回とりまとめた入札談合再発防止対策の実施状況については、「公正入札審

議委員会（仮称）」において、継続的にフォローアップを行い、制度の見直し

や運用の改善に持続的に取り組む。

・今回とりまとめた対策に加えて、中期的な課題として、例えば、公正性・透明

性の確保に留意した競争的交渉方式の導入等さらに競争性を高める入札契約制

度を構築するための残された課題や、例えば、予定価格のあり方等の入札契約

の根本問題については、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」に基づく

基本方針の策定や中央建設業審議会に設置されている「入札契約の適正化に関

する検討委員会」での議論などを踏まえながら、今後より積極的に検討を進め

ていくこととする。
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入札談合再発防止対策検討委員会

委員会構成員

委員長 岩村 事務次官

委員長代理 佐藤 技監

三沢 国土交通審議官

委員 峰久 官房長

丸山 総合政策局長

金澤 技術総括審議官

門松 技術審議官

中島 審議官

清治 河川局長

谷口 道路局長

鬼頭 港湾局長

渡辺 関東地方整備局長

※必要に応じて関係者の出席を求める

アドバイザリーグループ委員

梅田 晴亮 弁護士（元札幌高裁長官）

金本 良嗣 東京大学大学院経済学研究科教授

地頭所 五男 城西国際大学経営情報学部教授

（元公正取引委員会事務局長）

長瀧 重義 愛知工業大学工学部教授

宮本 健蔵 法政大学法学部教授

（五十音順、敬称略）



(別紙）

大臣官房官庁営繕部長 四国地方整備局長 札幌航空交通管制部長

港湾局長 九州地方整備局長 東京航空交通管制部長

航空局長 北海道開発局長 福岡航空交通管制部長

国土交通政策研究所長 北海道運輸局長 那覇航空交通管制部長

国土技術政策総合研究所長 東北運輸局長 気象庁長官

国土交通大学校長 北陸信越運輸局長 海上保安庁長官

航空保安大学校長 関東運輸局長 高等海難審判庁長官

国土地理院長 中部運輸局長 沖縄総合事務局長

小笠原総合事務所長 近畿運輸局長

東北地方整備局長 中国運輸局長

関東地方整備局長 四国運輸局長

北陸地方整備局長 九州運輸局長

中部地方整備局長 神戸運輸監理部長

近畿地方整備局長 東京航空局長

中国地方整備局長 大阪航空局長


